
放火火災は、

・平成４年以降連続して１万件超

・火災原因の１位で、年々増加傾向

・都市部の傾向が高い

・春秋の火災予防運動の重点項目

・火災予防条例の改正による対応

・放火火災予防対策マニュアル

　の作成・配布による地域の取組み

現状とこれまでの取組み これからの取組み（総合的対応策を検討）

取
組
み
を
一
層
促
進

放火火災防止対策戦略プラン

　　　　によるハード・ソフト両面からの

　　　　　　　地域の総合的な取り組み促進

犯罪に強い社会の実現のための行動計画
　　　　　　　　　　（平成15年12月犯罪対策閣僚会議）を踏まえ
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客観的指標を用いた地域住民自らによる危険度評価

レーダーチャートの活用による把握

放火火災監視カメラの活用

（ハード対策の例）

自己評価の低い項目を中心に

ソフト・ハード面の対策を強化

（対策集を例示）

ピカッ

1
前面道路は、主として近隣者だけが通行する道路で
すか？

☑はい　□いいえ

2 付近の道路は、深夜でも人通りがありますか？ □はい　☑いいえ

3
建物前面の道路には、街路灯が設置されています
か？

☑はい　□いいえ

4
自宅付近で放火が発生したこと（聞いたこと）があり
ますか？

☑はい　□いいえ

5
付近で暴力事件、ひったくり、痴漢等が発生したこと
がありますか？

☑はい　□いいえ

6 門扉には夜間鍵をかけていますか？ ☑はい　□いいえ

達成度
（現状の評価）

中項目 ID
評価項目
（小項目）

１．環境要因

消防庁における放火火災防止対策の取り組み

～放火火災防止対策戦略プラン〔平成17年1月作成〕の概要～

参考資料

放火火災件数の推移
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放火火災防止対策戦略プランを活用した放火対策への取組みのフロー

①管内の放火火災の発生状況の把握　

③放火火災防止対策を具体的に講じる地区の選定

②管内の放火火災件数の削減目標の設定

④具体的に講じる地区の削減目標を設定

⑥地区単位でプランによる評価を実施し、データを回収。
⑦点数化した上で、評価を行い、対策を説明・実施

⑧半年後、１年後等の状況を把握し、継続実施

⑨目標期間終了後の評価

消防署が行う取り組み 消防署と地域が連携して行う取組み

放火されない環境づくり

過去５～15年の放火火災件数を町内会や自治会
等の単位毎に把握する。その際、放火火災情報
地図を活用しつつ、管内 の平均、消防本部の平
均、全国平均と比較し、重点的に取り組むべき地
域（町内会等）をリストアップする。

管内の平均値を今後○年で○％削減する。
（例：５年で１５％、３年で１０％など）

①でリストアップした地域を中心に、②の削減目
標の達成に必要な地区を選定する。
（管内の放火火災件数の分析をもとに、重点的　
に対策を講じることが効果的な地区を選定）

②の管内全体の削減目標を達成するために、③
の具体的地区で達成すべき削減目標を設定する。
（◆◆地区で今後○年 で■％）
（例：５年で２５％、３年で１２％など）
（②の目標よりも大きめの数値目標とする。）

（個人情報保護等に十分配慮しつつ、）地区の放火火災の発
生状況について、放火火災情報地図を活用しながら、具体的
な事例も含めて説明する。その後、地域自らが「放火されない
環境づくり」を進めることについて丁寧に説明し、削減目標の
提示とプランによる取組みを促す。

⑤地区の代表への説明会を実施

評価シートを用いた分析を地域自らが行い、その分析結果を
具体的な数字として示す。併せて、必要な対策について、管
内の 放火火災防止対策の実施状況や関係機関との連携も
勘案しつつ、地区と決定し、実際に取り組みを行う。

春秋の火災予防運動、防災の日等の定期的な機会を捉え、
対策の効果を数字で具体的に確認し、その効果を分析する。
結果について地区に伝えて継続実施の動機付けを行うととも
に、 進捗状況を勘案しつつ必要な対策の追加を行う。

削減目標の設定期間の経過後の評価を行う。
（必要に応じ適切な方法により公表等を行う。）

①　へ　　



放火火災情報地図

過去の放火火災データ（例：時間、場所、着火物など）を既存の地図上に表示し、放火火災の傾向を把握するための地図
　（ただし、必ずしも、放火火災情報地図の作成を放火火災防止対策戦略プランの前提としない。）　　

1

Informatix.inc

外部ファイル 地図表示（例）

ある地域の1月の分析結果

同じ地域の7月の分析結果

火災増大

カーネル密度分析とはカーネル密度分析とは

どどの火災が、どの地域で、どの時期
に起こりやすいなどという火災発生
箇所の推定を行う手法である。

放火時間帯
天候
火災種別
焼損程度
など

放火データ

データ化

データを地図へ
落とし込む

様々な現象を検索対象ごとに絞り込む。
この結果から類推される要因を地図上
で表現する。
ここではカーネル密度分析※を利用した
火災発生箇所を推定する。

外部ファイルに保存されている住所
データ付き既存データを取り込み、
住所データと地図データの住所文字
列を照合し位置情報を付加して、地
図上にプロットする。

このような地域を対象として優先
的に地域評価シートの配布や放火
監視機器などの設置場所を選定す
るための目安とする。

火災減少

※　プログラムの作成自体は
　　次年度に検討



評価シートを活用した現状分析から対策集例の提示までの流れ
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◆門扉・車庫・物置等、夜間における
　施錠管理に心がける。
◆容易に開錠されないための防犯ブザーを
　設置する。
◆建物や敷地に死角をつくる要因となる
　物の整理整頓を行う。
◆……………。
　　ｅｔｃ

２．
敷地・建物
への侵入防
止

◆個人、事業所、商店街・団地・町内会・地方公共団体・消防本部等の様々な立場
に応じ、適切な評価シートを選択・入力
◆客観的なデータとして、放火火災発生危険度を視覚的に把握

【個人レベル用の評価シート】

【事業所レベル用の評価シート】

【地域レベル用の評価シート】

【自治体レベル用の評価シート】

立場に応じ
シート選択

①環境要因

②敷地・建物への
　
　侵入防止

危
険
度
をレ
ー
ダ
ー

チ
ャー
トで
把
握

対応が遅れている部分の対策を重点実施

○対策集例の提示

④火災の
　初期対応

⑤家族や近
隣との
　協力体制

③可燃物等の整理

1
前面道路は、主として近隣者だけが通行する道路で
すか？

☑はい　□いいえ

2 付近の道路は、深夜でも人通りがありますか？ □はい　☑いいえ

3
建物前面の道路には、街路灯が設置されています
か？

☑はい　□いいえ

4
自宅付近で放火が発生したこと（聞いたこと）があり
ますか？

☑はい　□いいえ

5
付近で暴力事件、ひったくり、痴漢等が発生したこと
がありますか？

☑はい　□いいえ

6 門扉には夜間鍵をかけていますか？ ☑はい　□いいえ

7
道路に面した車庫や物置には夜間鍵をかけています
か？

□はい　☑いいえ

8 敷地に他人が入りにくくなっていますか？ □はい　☑いいえ
9 深夜でも玄関灯や門灯をつけていますか？ □はい　☑いいえ２．敷地・建物への

達成度
（現状の評価）

中項目 ID
評価項目
（小項目）

１．環境要因

Ⅰ Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ
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